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≪Ⅲ．投入量≫
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13 総コスト(ｃ)=(a)+(ｂ) 千円 16,679 16,679 17,192 17,310

人件費  （ｂ） 千円 2,050 2,050 1,640 1,620

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 千円

市債 千円

財
源
内
訳

国・府支出金 千円 9,619 5,416 6,023 6,023

受益者負担金(使用料、手数料等）　 千円

千円

千円

主
な
事
業
費
内
訳

地域就労支援センター運営業務委託料等 千円 14,629 14,629

千円

15,552 15,690

直接実施以外の主な支出先 公益財団法人堺市就労支援協会

事
業
コ
ス
ト
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項　　　目 単位 H28年度決算

事
業
概
要

H29年度決算 H30年度決算 R1年度予算

事業費  (a) 千円 14,629 14,629 15,552 15,690

一般財源 千円 5,010 9,213 9,529 9,667

8
事業の目的
（どのような状況にしたい
のか）

地域の関係機関との連携のもと各種支援を展開し、雇用・就労につなげ、一人ひとりの自立・就労を支援すること
を目的としている。

9

事業内容
（スケジュール、実施方
法・手段、事業ボリューム
など）

・地域就労支援コーディネーターによる就労相談
　公益財団法人堺市就労支援協会の事務局（堺区、月曜～金曜）のほか、週1回堺区を除く各区役所とサンスク
エア堺で出張相談を実施

・職業能力開発講座の実施
　就職困難者を対象に、介護職員初任者研修等の就職に結びつくような講座を実施

・合同企業面接会の実施
　就労相談者の希望職種などを中心とした合同企業面接会の開催

・シニア向け就職面接会
　ハローワーク堺と連携し、高齢者のための就職面接会を開催

直接実施 指定管理 委託 補助金 負担金 その他 (     　　　　　　　　　　　 )

市外郭団体

地域団体・市民 民間企業・ＮＰＯ その他 （　　　　　　　　　　　　　　）

7
事業の対象
（誰を、何を対象としている
のか）

働く意欲・希望がありながら様々な阻害要因を抱え、雇用・就労を実現できないでいる就職困難者

5 事業実施の経緯
働く意欲・希望がありながら様々な阻害要因を抱え、雇用・就労を実現できないでいる就職困難者等がいる中、一
人ひとりの就労・自立を支援するため、大阪府下の全ての市町村で「地域就労支援センター」を運営している。

6
事業の実施主体
（誰が実施しているの
か。）

本庁 各区 出先機関 （　　　　　　　　　　　　　）

担当部署名 産業振興 商工労働 雇用推進 評価責任者（課長名） 峯

基
本
情
報

1
堺市マスタープランの政策体
系に基づく事業の位置付け

政策 1 暮らしの確かな安全・安心を確保します

事業開始年度 平成 14 年度

3 根拠法令等
（法令、条例、規則、要綱等）

雇用対策法

4 関連計画 堺市産業振興アクションプラン

令和元年度　事務事業総点検シート（１）

[ 平成３０年度事務事業 ]
一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

事務事業名 地域就労支援事業 シート番号 15－25

詳細点検

終了（予定）年度 ─ 年度

後期実施計画
の位置付け

施策 5 市民の雇用機会の確保 有



≪Ⅳ．評価 （測定・分析）≫

ロジックモデルの考え方

事業の活動内容や成果

業績の分析

【分析のチェックポイント】
〇 事業の達成度はどうでしたか。

〇

〇 資源投入は適切でしたか。

〇

〇

78%

38

達成率

算出方法・設定根拠など (算出方法)当該年度の就職決定者数/新規相談者数　　過去3年間の平均値を参考に設定

評価 大変良い 大変良い

17

目標を達成できた、または達成できなかった要因についての分析
(その他、関連情報に基づいた分析）

・雇用情勢の回復もあり、新規の相談者は減少しているが、高齢者や障害者手帳を所持してい
る方への対応から再相談の架電の増加が大きく、就労相談件数は増加している。
・阻害要因の多い相談者（特に高齢者）のマッチングが課題である。
・職業能力開発講座については、定員割れとなった講座もあることから、広報の強化とともに、
ニーズに合ったメニューの開発が必要である。

事前想定できない外的要因の影響
はありませんでしたか。

事業の有効性は高いですか。低
いですか。

実績値 42

達成率 127% 163%

指標名 単位

就労相談件数 件
実績値 1,530 1,325 1,708

114%

令和元年度　事務事業総点検シート（２）
事務事業名 地域就労支援事業 シート番号 15－25

活動
（アクティビティ）

活動結果
（アウトプット）

成果
（アウトカム）

問題に対処するための
具体的活動

活動が実施されたこと
を示す事実

期待される変化

【達成率に基づいた評価基準】

普通 80%以上100%未満

５W２Hを踏まえて、実施過程に問題は
ありませんでしたか。

大変良い 120%以上

良い 100%以上120%未満

少し悪い 60%以上80%未満

悪い 60%未満

49

評価 達成率〔14〕平成３０年度実績の欄に定性的・定量的情報も含め、活動・結果・成果について具体的に記載

〔15〕または〔16〕に定量的な指標、または定性的な目標を記載

評価 少し悪い 普通 良い

83%15

算出方法・設定根拠など 前年度の実績値を参考に設定

16

指標名 単位

目標値 30 30 30

目標値 1,950 1,600 1,500 1,760

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

活
動
実
績
と
成
果

14

平成３０年度実績

　平成30年度から本事業の利用促進を図るため、予約・問合せ用に着信課金電話（フリーダイヤル）を導入した。また、職業能力開発講座に
ついては、求職者の経済的負担を減らし、より受講しやすくするため、受講費用の無料化を行った。
　これらの取組結果もあり、就労相談件数は1,708件、就職決定者数は150人、就職決定率は49%と全て前年度から増加した。職業能力開発
講座の受講者数は全講座（計4回）の定員数の合計が60人であるのに対し、53人の受講であった。

就職決定率 ％

目的の達成に寄与因果関係 因果関係


